
 

 

栄町立地適正化計画 
＜概要版＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わが国においては、今後、急速な人口減少が見込まれており、拡大した市街地のまま

人口が減少すると、居住の低密度化が進み、一定の人口密度に支えられてきた医療・福

祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供や地域の活力維持が満足にできなくなる

ことが課題となっています。 

このような中で、国においては、こうした都市づくりへの課題に対応するため、平成

26(2014)年に都市再生特別措置法を改正し、行政と住民や民間事業者が一体となり、

コンパクトなまちづくりを進めることを目的とする、立地適正化計画制度を創設しまし

た。 

栄町においては、昭和53(1978)年から住宅団地の開発が進み人口が急激に増加しま

したが、その後平成７(1995)年をピークに減少に転じており、このまま人口が減少し、

居住の低密度が進んだ場合、医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供が、

将来困難になることも想定されます。また、道路や上下水道などのインフラ施設の老朽

化も進みつつあり、生活や生産などの様々な都市活動を支えていくための整備・維持管

理費用は、増大していくことも想定されます。 

このような背景を踏まえ、栄町においても町の活性化、定住・移住の促進に向け、「栄

町都市計画マスタープラン」を策定し、これに基づく取り組みを進めているところです。

今後さらに人口減少が進むなかにあっても、住民が将来にわたり安心・快適に生活でき

るコンパクトな都市を構築するため、「栄町立地適正化計画（以下、本計画）」を策定し

ます。 

立地適正化計画策定の背景と目的 

 

人口減少、少子高齢化が進行する中で、都市機能の分散化や低密度な市街地の拡散や

拡大が進んだ場合、道路、上下水道などの公共投資の効率を悪化させるほか、生活利便

施設の利便性の低下、既存市街地の空洞化による空き家の発生と郊外部での自然の喪失

など、非効率な都市づくりが進む恐れがあります。 

このため、平成26(2014)年に都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）を改正

し、効率的・効果的で、持続可能なコンパクトな都市づくりに向け、行政と住民や民間

事業者が一体となった取り組みを促進するため、立地適正化計画制度が創設されました。 

栄町では「栄町都市計画マスタープラン」を策定し、これに基づく取り組みを進めて

いるところですが、人口減少が進むなかにあっても、住民が将来にわたり安心・快適に

生活できる「コンパクト＋ネットワーク」型の都市の構築を図るため、「栄町立地適正化

計画」を策定するものです。 

立地適正化計画が必要な理由 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■立地適正化計画とは 
将来の人口減少や少子高齢化の進行を見据え、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立

地し、高齢者をはじめとする全ての住民が公共交通により、これらの生活利便施設等にアクセスでき

るコンパクトなまちを実現するため、「都市再生特別措置法」に基づき市町村が策定する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立地適正化計画でまちはどう変わるか？ 

栄町の現状と課題 

■人口減少・高齢化のさらなる進行 

○概ね20年後の令和22(2040)年には、平成

27(2015)年と比較して約8,000人の人口

減が予測されます。 

○高齢化率は令和22(2040)年に約50％に達

し、住民の２人に１人が高齢者となることが

予測されます。 

■町外への転出が顕著な若者・子育て世代 

○20～30 歳代は転出超過となっており、総

人口の減少に大きく影響しています。 

高齢者にとって暮らしやすいまち、若者・子育て世代が「住んでみたい」と思えるまちの形成 

■自然災害への対応 

○令和元(2019)年の台風15号や19号は、本町にも大きな被害をもたらしました。自然災害に対す

る住民の関心も高く、生命や財産を守ることのできるまちづくりが大きな課題となっています。 

 
○誘導施設の設定 

住民の日常の生活利

便性を確保するた

め、都市機能誘導区

域に立地を誘導・維

持する施設です。 

○都市機能誘導区域の設定 

誘導施設の立地を誘

導し、住民の日常の

生活利便性を確保す

るためのエリアで

す。 

○居住誘導区域の設定 

一定の人口密度を維

持し、日常生活のサ
ービスなどが持続的
に確保されるよう居
住を誘導するエリア

です。 

○防災指針の設定 

安全で安心できるま

ちづくりに向けて、

災害リスクに応じた

総合的な対策を位置

づけます。 

安全なエリアへ都市機能・居住の各機能を誘導することで、 

利便性が高く効率的なまちづくりを実現 

＜人口・高齢化率の将来見通し＞ 
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[資料：住民基本台帳、簡易生命表(厚生労働省)] 

[資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所] 

＜年齢５歳階級別の純移動数＞ 
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■立地適正化計画の意義やメリット 
立地適正化計画に沿ったまちづくりを進めることで、人口減少・少子高齢化の下にあっても便利で

住み続けることのできるまちの実現が期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口減少と高齢化の進行が予測される中にあって、町の将来像である「ひとが元気 まちが元気 

みんなでつくる水と緑のふるさと さかえ（栄町第５次総合計画）」を実現するため、住宅団地を中心

に、町域で多様な世代が快適に暮らせるまちづくりを進める視点から、本計画では、以下のまちづく

り目標を掲げるとともに、これらに則した施策・誘導方針に基づき、まちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりの基本方針 

 

＜まちづくり目標＞ 

 
【メインターゲット】 

多世代集住型 

コンパクトシティへの再構築 
 

＜施策・誘導方針＞ 

＜将来像＞ 

ひとが元気 まちが元気 みんなでつくる水と緑のふるさと さかえ 

 
【サブターゲット①】 

高齢者等が安心してずっと暮らせるまち 

【サブターゲット②】 

若者・子育て世代が移り住んで快適に 

暮らせるまち 

<ﾒｲﾝﾀｰｹﾞｯﾄ：多世代集住型コンパクト 

シティへの再構築> 

 

○ニーズに対応した都市機能が集積する

拠点を形成する 

○利用しやすい公共交通を確保する 

○災害に対する暮らしの安全性を高める 

 

○良質な都市基盤施設の整ったエリアへ居

住を誘導する 

○広域的な機能分担を視野に入れた道路ネ

ットワークを構築する 

 

○安全で歩きたくなる空間を確保する 

○生活スタイルの変化に対応した住み替え

を支援する 【
サ
ブ
タ
ー
ゲ
ッ
ト
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誘導施設・誘導区域 

■都市機能誘導区域 
まちづくり目標（メインターゲット）である「多

世代集住型コンパクトシティへの再構築」の実現に

向け、暮らしの利便性と暮らしの場としての魅力を

高めるため、誰もが日常的に利用する都市機能の集

積を誘導するエリアとして、次の考え方から都市機

能誘導区域を設定します。 

 

【区域設定の考え方】 

・都市計画マスタープランの将来都市構造におい

て、拠点に位置づけられていること 

・既に一定程度の都市機能が集積していること 

・公共交通によるアクセス性が良いこと 

・周辺に一定規模の人口配置が見込まれること 

・災害に対する安全が確保されること 

■居住誘導区域 
まちづくり目標（サブターゲット）である「高齢

者が安心してずっと暮らせるまち」「若者・子育て

世代が移り住んで快適に暮らせるまち」の実現に向

け、高齢者が住み慣れた地域に住み続けることがで

き、かつ若者・子育て世代に暮らしの場として選ば

れる、快適な居住環境を提供するエリアとして次の

考え方から設定します。 

 

【区域設定の考え方】 

・適正な水準の人口密度の維持・誘導が見込まれる

こと 

・都市機能への公共交通によるアクセス性が良い

こと 

・良好な居住環境の確保が可能であること 

・災害に対する安全性が確保できること 

■都市機能増進施設(誘導施設) 
暮らしの場としての利便性・魅力を高めるため、都市機

能誘導区域に立地誘導または機能維持を図る施設として、

まちづくり目標に則し、次の施設を設定します。 

まちづくり 

目標 
対象区域 機能・誘導施設(根拠法等) 

高齢者等が

安心してず

っと暮らせ

るまち 

町役場・安

食駅・北総

栄病院の

各周辺地

区及び検

討区域 

介護福祉機能 

○地域包括支援センター 

（介護保険法第115条の46条1項に

規定する施設） 

障がい福祉機能 

○障がい者福祉サービス事業所 

（障害者総合支援法に基づく施設） 

若者・子育

て世代が移

り住んで快

適に暮らせ

るまち 

子育て機能 

○子育て包括支援ｾﾝﾀｰ等※ 

（児童福祉法第６条の３第６項に規定

する地域子育て支援拠点事業を行う事

業所） 

世 代 共 通

で、その利

便性を支え

る施設 

商業機能 

○ショッピングセンター・スーパーマ

ーケット 

(店舗面積が1,000㎡以上の商業施設) 

医療機能 

○病院※ 

（医療法第 1 条の 5 第 1 項の施設） 

教育/文化機能 

○文化ホール・図書館※ 

（ふれあいプラザさかえの設置及び管

理に関する条例に基づく施設） 

※赤字の施設は「(仮称)誘導検討施設」を示す。 

＜区域別面積＞ 

区域・地区 面積(ha) 

安食駅周辺地区 6.1ha 

町役場周辺地区 5.6ha 

北総栄病院周辺地区 1.7ha 

都市機能誘導区域 計 13.4ha（3.9％） 

居住誘導区域 297.3ha（86.7％） 

※（ ）内は市街化区域面積(343ha)に占める割合 

※居住誘導区域面積には、重複する都市機能誘導区域面積を含む 

■交通ネットワーク形成の考え方 
・既存の施設や都市機能誘導区域に集積を誘導する施設

は、町全体からの利用に供する施設であり、居住誘導区

域外(市街化調整区域)の住宅地や集落地、また、都市機

能誘導区域を設定しない酒直台や竜角寺台の市街地に

おいては、バスなどの公共交通ネットワークにより、こ

れら都市機能の利便性を維持・向上させます。 

■都市機能検討区域・居住誘導検討区域 
・本計画に基づくコンパクトな都市づくりを進めつつ、今

後の人口や都市機能配置の動向に対応し、市街化区域へ

の編入を契機として都市機能誘導区域もしくは居住誘

導区域の設定を検討する区域です。 

■(仮称)誘導検討施設 
・現在は市街化区域に隣接する市街化調整区域に立地して

いるため、「誘導施設」としての設定は保留するものの、

今後、当該区域の市街化区域への編入の検討とあわせ、

誘導施設の設定を検討する施設です。 



 

 

誘導施策とは、居住誘導区域及び都市機能誘導区域への機能誘導の促進に加え、これらの区域外へ

の機能立地を抑制するために講ずる施策です。 

居住誘導区域及び都市機能誘導区域は、まちづくり目標を実現するために機能誘導を図る区域であ

ることから、法に基づく届出制度を適切に運用するとともに、「課題解決のための施策・誘導方針」に

則した、次のような誘導施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誘導施策 

高
齢
者
が
安
心
し
て 

ず
っ
と
暮
ら
せ
る
ま
ち(

Ｓ
①) 

若
者
・
子
育
て
世
代
が
移
り
住
ん

で
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち(

Ｓ
②) 

多
世
代
集
住
型
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ 

へ
の
再
構
築(

Ｍ) 

国による支援の活用(財政や金融上の支援措置、税制上の優遇など) 

町

が

取

り

組

む

誘

導

施

策

 

施策・誘導方針Ｍ－１ 

ニーズに対応した都市機能が集積
する拠点を形成する 

施策・誘導方針Ｍ－２ 

利用しやすい公共交通を確保する 

施策・誘導方針Ｍ－３ 

災害に対する暮らしの安全性を高
める 

施策・誘導方針Ｓ①－１ 

安全で歩きたくなる空間を確保す
る 

施策・誘導方針Ｓ①－２ 

生活スタイルの変化に対応した住
み替えを支援する 

施策・誘導方針Ｓ②－１ 

良質な都市基盤施設の整ったエリ
アへの居住を誘導する 

施策・誘導方針Ｓ②－２ 

広域的な機能分担を視野に入れ
た道路ネットワークを構築する 

○都市機能誘導区域への都市機能の立地誘

導・集約化 

○インセンティブ（誘因）制度の導入検討 

○歩行空間の確保・適切な維持管理 

○バリアフリー化の推進 

○建築物不燃化・耐震化の促進 

○延焼遮断・遅延効果の高い公共空間の確

保・整備 

○ライフライン等の耐震対策 

○高齢者のニーズに対応した住宅の確保・供

給 

○居住形態を考慮した建築制限の見直し 

○不動産の流動化の促進 

○良質な都市基盤施設の適切な維持管理 

○空き家等の有効活用の促進 

○定住・移住の支援 

○新たな住宅地開発の推進 

○鉄道の利便性の向上 

○バス交通の利便性の向上 

○幹線道路の整備 

※図中の「Ｍ」は「メインターゲット」を、「Ｓ」は「サブターゲット」を示します。 



■届出制度による機能誘導 

都市機能誘導区域・居住誘導区域の内外で、次に示す行為を行おうとする場合には、都市再生特別

措置法の規定に基づき、届出が必要となります。 

【都市機能誘導区域外において事前届出が必要な行為】 

開発行為 ●誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

建築等行為 

●誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

●建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合 

●建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物とする場合 

＜届出対象のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市機能誘導区域内において事前届出が必要な行為】 

誘導施設の休廃止 誘導施設を休止または廃止する場合 

【居住誘導区域外において事前届出が必要な行為】 

開発行為 

●３戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為 

●１戸または２戸の住宅の建築を目的とする開発行為で、その敷地の規模が 

1,000㎡以上のもの 

建築等行為 
●３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

●建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災指針 

本町では、居住誘導区域の一部が水防法に基づく浸水

想定区域と重なるなど、災害リスクを有しています。 

このため、今後、災害リスクを踏まえた防災・減災ま

ちづくりに向け、ハード・ソフトの両面から対策を進め

ます。 

＜防災まちづくりに向けた将来像＞ 

 

取組方針① 『いのちを』守るまちづくり（「減災」の視点） 

＜洪水（外水氾濫）＞ 

○避難所の見直し 

○避難空間・要配慮者利用施設の耐水化・堅牢化 

○避難場所としての民間施設の利活用 

○警戒避難体制の強化 

○避難確保計画の作成支援 

○公園の活用 

○各種事業・制度の活用による安全性の確保 

＜土砂災害＞ 

○土砂災害危険箇所の公表 

○土砂災害警報区域における警戒避難体制の整備 

取組方針② 『暮らしを』守るまちづくり（「予防」の視点） 

＜洪水（外水氾濫）＞ 

○宅地化の適正誘導 

○危険区域の巡視 

○水防計画に基づく水害の未然防止 

○河川施設及び重要水防区域の整備・点検・維持管理 

＜雨水出水（内水）＞ 

○内水ハザードに応じた対策の検討 

＜土砂災害＞ 

○砂防工事などの防災対策 

○土砂災害警戒区域等の指定 

取組方針③ 『みんなで』守るまちづくり 

○防災知識の普及 

○自主防災体制の育成 

○災害時要配慮者の安全確保対策 

○情報伝達の強化 

○人材の育成 

■洪水（外水氾濫）による災害リスク 

・利根川の越水や堤防の決壊などにより、安食や安食駅周辺では 1 階

部分が水没する可能性がありますが、これらの区域には高齢者など

の災害時要配慮者が多く居住しています。 

・浸水する期間が長くなることが想定され、避難生活が長期化する可

能性があります。 

■雨水出水（内水）による災害リスク 

・下水道整備などにより、近年、内水は発生していませんが、想定を超

える降雨による内水の発生が懸念されます。 

■土砂災害によるによる災害リスク 

・急傾斜地の崩壊の恐れがある区域が指定されており、生命・財産に対

する被害や土砂による避難路の寸断などが懸念されます。 

 

＜課題＞ 

 早期避難の実践、高齢者・災害時要配慮者の早期避難への支援、安全に

到達可能な避難空間の確保、土地利用・建築行為の適正な誘導など 

＜取組＞ 

危険区域の巡視、警戒避難体制の強化、避難空間・要配慮者利用施設の

耐水化・堅牢化、避難場所としての民間施設の利活用など 

洪水（外水氾濫） 

 

＜課題＞ 

雨水出水に係る調査分析と結果に基づく必要な

対策の実施 

＜取組＞ 

内水ハザードに応じた対策の検討 

雨水出水（内水） 

 

＜課題＞ 

土砂災害の発生抑制、土地利用・建築行為の抑制、

災害発生が懸念される際の早期避難の実践など 

＜取組＞ 

土砂災害危険箇所の公表、土砂災害警戒区域の指

定、砂防工事などの防災対策、土砂災害警報区域

における避難体制の整備など 

土砂災害 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

■施策の達成状況に対する評価 
施策の達成状況を確認するため、

計画の必要性や妥当性を客観的かつ

定量的に評価する目標値を設定しま

す。 

具体的には、「ＰＤＣＡ」のマネジ

メントサイクルにより、５年ごとに

設定した目標値の達成度を評価する

ことで、必要な計画等の見直しにつ

なげていきます。 

 

■目標指標 
目標指標は、３つのまちづくり目

標ごとに、次のように評価指標と目

標値を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町の将来像 

「ひとが元気 まちが元気 みんなでつくる水と緑のふるさと さかえ」 
の実現へ 

■効果指標 

期待される効果 
目標値 

現状(令和２年) 目標年次(令和 23 年) 

居住誘導区域内の人口密度 53.1 人/ha 45 人/ha 

 

 

 

目標指標・施策の達成状況に対する評価 

◎お問い合わせ 栄町 まちづくり課 ℡ 0476-33-7719 (直通) Fax 0476-95-4274 令和 4 年７月発行 

「多世代集住型 

ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨへの再構築」 

に向けた目標値 

「高齢者が安心して 

ずっと暮らせるまち」 

に向けた目標値 

「若者・子育て世代が 

移り住んで快適に暮らせるまち」

に向けた目標値 

■評価指標 

・居住誘導区域内の平均地価 

・都市機能誘導区域内の平均地価 

■目標値 

現状 

(令和２年) 

目標年次 

(令和23年) 

32,400円/㎡ 

45,500円/㎡ 
現状以上「※」 

(上段：居住誘導区域、下段：都市機能誘導区域) 
「※」物価変動の影響を除いた実質価格 

■評価指標 

・65歳以上の転入数と転出

数の差 

■目標値 

現状 

(平成22⇒27年) 

目標年次 

(令和23年) 

-59 人 ０ 人以上 

 

■評価指標 

・20～40歳代の転入数と転

出数の差 

■目標値 

現状 

(平成22⇒27年) 

目標年次 

(令和23年) 

-591 人 ０ 人以上 

 

効果の発現 効果の発現 効果の発現 

 

＜PDCA による進行管理のイメージ＞ 


